
行
財
政
プ
ラ
ン
っ
て

何
？

本
市
を
は
じ
め
と
し
た
地
方
公
共
団

体
は
、
福
祉
の
充
実
や
道
路
・
学
校
の

施
設
整
備
な
ど
に
継
続
し
て
取
り
組
ま

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

一
方
、
地
域
の
こ
と
は
地
域
が
決
め

て
い
く
地
域
主
権
や
地
方
分
権
の
確
立

に
向
け
て
本
市
に
お
き
ま
し
て
も
、
自

立
と
責
任
の
も
と
で
、
市
民
の
皆
様
と

考
え
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。地

域
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
必
要
な
経

費
を
適
切
に
措
置
し
て
い
く
た
め
に

も
、
経
費
全
般
に
わ
た
る
徹
底
し
た
節

減
合
理
化
に
努
め
る
一
方
、
市
税
や
使

用
料
・
手
数
料
等
の
一
般
財
源
を
確
保

す
る
考
え
方
を
お
示
し
し
た
も
の
で

す
。

ど
う
し
て
、
行
財
政
プ

ラ
ン
を
策
定
し
た
の
？

国
や
地
方
を
通
じ
た
厳
し
い
財
政
状

況
の
下
で
は
、
市
民
の
皆
様
に
よ
る
ご

要
望
に
す
べ
て
お
応
え
す
る
こ
と
は
非

常
に
難
し
く
、
限
ら
れ
た
財
源
を
最
大

限
有
効
か
つ
計
画
的
に
活
用
す
る
健
全

な
行
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
か
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

地
域
自
ら
の
判
断
と
責
任
が
問
わ
れ

て
い
る
中
、
本
市
の
財
政
状
況
を
市
民

の
皆
様
も
一
緒
に
な
っ
て
考
え
て
い
た

だ
き
、
財
政
運
営
に
参
画
し
て
い
た
だ

く
こ
と
が
重
要
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
行
財
政
プ
ラ
ン
を
策
定
い
た
し
ま

し
た
。

伊
丹
市
の
財
政
状
況

は
危
な
い
の
？

た
だ
ち
に
財
政
破
綻
と
な
る
よ
う
な

状
況
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

し
か
し
な
が
ら
、
生
活
保
護
費
の
増

加
や
予
防
接
種
の
充
実
な
ど
経
常
的
な

経
費
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

人
件
費
は
不
断
の
行
財
政
改
革
の
取

り
組
み
に
よ
っ
て
減
少
し
て
い
る
も
の

の
、
市
税
な
ど
の
使
途
が
決
め
ら
れ
て

い
な
い
自
由
な
財
源
は
、
福
祉
医
療
費

や
保
育
所
運
営
費
な
ど
の
義
務
的
経
費

に
充
て
る
こ
と
で
一
杯
で
あ
り
、
市
民

の
皆
様
か
ら
寄
せ
ら
れ
る
新
た
な
行
政

需
要
に
振
り
向
け
る
ゆ
と
り
が
な
い
状

況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

生
み
出
し
た
財
源
は

何
に
使
う
の
？

第
５
次
総
合
計
画
の
着
実
な
実
施
に

向
け
て
、
医
療
体
制
の
充
実
や
子
育
て

支
援
の
充
実
、
市
民
自
治
の
仕
組
み
づ

く
り
な
ど
の
た
め
に
、
活
用
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。

そ
の
た
め
に
も
、
未
来
を
担
う
子
ど

も
た
ち
へ
借
金
を
先
送
り
す
る
こ
と
な

く
、
施
策
の
財
源
を
市
民
の
皆
様
に
明

ら
か
に
し
た
行
財
政
プ
ラ
ン
の
着
実
な

実
施
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

�
積
極
的
な
財
源
の
確
保

▼
徴
収
率
向
上
、
収
入
未
済
対
策

▼
使
用
料
・
手
数
料
等
の
適
正
化

▼
遊
休
資
産
の
有
効
活
用

�
事
務
事
業
の
抜
本
的
見
直
し

▼
一
定
期
間
後
に
存
廃
を
検
討
す
る
サ
ン
セ
ッ

ト
方
式
の
導
入

▼
新
規
事
業
は
既
存
の
事
業
の
廃
止
を
前
提
に

ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
を
原
則

�
効
果
的
・
効
率
的
な
財
政
運
営

▼
市
民
、
企
業
、
行
政
等
当
事
者
が
協
働
し
、
地
域

の
特
性
を
活
か
し
た
民
間
活
力
の
活
用

▼
土
地
開
発
公
社
の
廃
止
を
含
め
た
抜
本
的
見
直
し

▼
財
団
法
人
の
整
理
・
統
廃
合

▼
国
民
健
康
保
険
事
業
や
下
水
道
事
業
等
地
方
公
営

企
業
等
の
経
営
の
健
全
化

▼
共
同
利
用
施
設
等
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進

�
人
事
行
政

▼
能
力
・
実
績
を
重
視
し
た
人
事
評
価
制
度
を
導
入

▼
政
策
力
・
調
整
力
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力
を

育
成

▼
人
事
院
勧
告
に
準
拠
し
た
給
与
・
そ
の
他
勤
務
条

件
の
見
直
し

市
は
、
平
成
２３
年
度
か
ら
平
成
２７
年
度
ま
で
を
計
画
期
間
と

す
る
行
財
政
プ
ラ
ン
を
策
定
い
た
し
ま
し
た
。

今
回
は
、
た
み
ま
る
君
が
、
藤
原
市
長
に
行
財
政
プ
ラ
ン
に

つ
い
て
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
し
ま
す
。

市マスコット
たみまる

経常収支比率とは、家計に例えれば、定期的な収入である給与
に対し、食費や光熱費など常に必要な支出がどれくらい占めてい
るかを示しています。
これが１００％を超えると、市税や地方交付税などの使途が決めら

れていない自由な財源が、人件費や借金返済である公債費など義
務的に支出する経費に充てられて残らないことになります。
このため、新たな市民サービスにお金を振り向ける財源を確保

するために、９５％以下に改善するよう取り組みます。

経常収支比率
（平成２１年度）
９８．７％

（平成２７年度）
�� 市債（普通債）残高

普通債とは、市民の税金で返済する借金のこと
で道路や学校などの建設に充てています。
平成１２年度以降着実に減少していますが阪神・

淡路大震災前と比較すると依然と高い水準にある
ため、普通債残高を３５０億円程度まで引き下げ、阪
神・淡路大震災前の水準にするよう取り組みま
す。

（平成２１年度）
約４３２億円

（平成２７年度）
��

財政基金残高（※１）

（平成２１年度）
約７億円

（平成２７年度）��
財政基金残高とは、家計に例えれば、貯金のこ

とで、税の減収や災害など、いざというときに備
えておくものです。
実質的に取り崩しが可能な貯金は、平成２１年度

で約７億円と極めて低い状況であるため２０億円以
上まで貯めるよう努めます。
（※１）他会計への貸付を控除した実質的な現金残高

実質公債費比率とは、一般会計や病院・交通事業な
どを含めて市が実質的に負担している借金の比率を示
しています。
１８％以上で地方債許可団体（※３）となり、２５％以上で
起債制限団体（※４）となります。
今でも低い状況ですが、今後も過大な借金を残さな
いように、１０％以下の水準を保つよう取り組みます。

将来負担比率とは、一般会計や病院・交通事業
などに加え、土地開発公社、財団法人などの第三
セクター等まで含めて市が将来にわたり負担する
比率を示しています。
３５０％以上で財政健全化団体（※２）となります
が、本市は全国平均よりやや数値が高いので全国
平均を下回るよう取り組みます。

（※３）借金をする際、県知事の許可が必要となります。

（※４）災害復旧事業費や法律で義務付けられた事業以

外に、借金ができなくなります。

（※２）財政健全化計画をつくる必要があり、県知事を

通じて総務大臣へ報告されます。また、外部監

査を受けることが義務付けられます。

実質公債費比率 将来負担比率

（平成２１年度） （平成２７年度）
��

（単位:億円） 普通債 
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震災前の水
準に!

（単位:億円） 取崩可能額 
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目標額 
約7億円→20億円以上 

［全国平均
９２．８％］９６．４％

（平成２１年度）
��

（平成２７年度）
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財政指標の目標値 ～市民満足度の高い行政サービスを行うために～

（４）２０１１（平成２３）年３月１５日


